



Reconsideration of Japanese history Education
―Accounting on the latest studies of Economic History―




























































































































































イギリス産業革命 Industrial Revolution 資本集約的
日本勤勉革命 Industrious Revolution 労働集約的
速水氏は濃尾平野とその周辺地域の17世紀末と19世紀初頭を比較した。するとこの地域では人口
が増大したが、それとは反対に家畜数の減少が見られた。それに、生産性の高い平坦部ほど家畜の
減少が著しい。しかし、農業の生産力は明らかに上昇している。また一単位の生産に要する家畜エ
ネルギーの投入量は減少している。これは人力に代替されたためである。つまり、江戸時代におい
ては、農業技術の発展方向は、労働生産性の上昇をもたらすような資本の増大ではなく、人間労働
に依存する形態をとった。すなわち、家畜の労働に依存する犂を捨てて、反対に人間の肉体的な力
をエネルギー源とする鍬や鋤に代えた。また、肥料の多投は、除草という作業を増やし、その購入
資金を獲得するために農閑期にも副業をおこなうようになった。江戸時代の農民はそれ以前の中世
の農民と比較すれば長時間、激しく働いたと推定することができる???。
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また、速水氏は「勤勉革命」による歴史的意義を以下のように考えている。
①江戸時代に成立した家族経営の一般化は、家族を単位として経営の意志決定を可能とした。した
がって耕耘から収穫に至まで農作業の過程において農民は自分の判断で行動できるようになった。
いわゆる小農自立といわれる現象は、隷属身分からの解放だけではない。農業経営に対して自身が
責任を負うシステムの形成となった。その農業経営は、専ら勤労によって維持・発展するものであっ
た。
②長時間の激しい労働の遂行を通じて、江戸時代の農民は勤労の意味を知った。こうしたことは、
江戸時代以前においては、文字を知る上流階級が残した文献には、日常の労働から逃れたり、ある
いは世を捨てたりする志向すらあった。しかし、江戸時代に入ってからは勤労は徳とされた。江戸
時代後半には庶民レベルでも勤労は美徳、怠慢は悪徳という考えが浸透した。
③江戸時代に生まれたエートスは、西欧におけるプロテスタンティズムのような宗教的性格は持っ
ていなかった。これは、家族を通じて伝承していったものと考えられる。勤労的性向は宗教を媒介
とする必要がないのである。
④江戸時代の農民の激しい労働は報われるものであった。農民は僅かずつではあるが生活の向上を
期待することができた。農民生活の改善は、知識水準や娯楽の面でも進歩がみられた。こうした生
活水準の改善は勤労によって得られたものである。
⑤江戸時代の経験は明治以降の工業化に対する日本人の勤勉性として役立った。速水氏は工業化の
前提条件に国民の勤勉性も付け加えるべきであると提唱している。
⑥国民の勤勉性は超歴史的なものではない。日本人の勤勉性は17世紀以降に始まった特徴である???。
速水氏は、マルクス主義的な歴史観を正すだけでなくわが国に影響を与えてきたマックス＝
ウェーバーの理論に対しても批判している。こうした研究は速水氏を中心とした慶応グループ???に
よってさらに研究が進められている。
５ 「鎖国」批判
かつては、江戸時代に対しては海外との関係は遮断した「鎖国」という概念が存在していた。し
かし、近年は海外との関係を重視する見方が一般的になった。
最初に「鎖国」に対して否定的な見解を採った一人に、米国人のドナルド＝トビ氏???を挙げること
ができる。氏はそれまでの日本の学界の常識に捉われずに江戸時代の対外関係を分析し、むしろ江
戸幕府は積極的に対外関係を処理していたのだと主張した。特に初期の江戸幕府はその正当性を主
張するために外交使節を大いに利用している???。つまり、朝鮮、琉球の外交使節あるいはオランダ商
館長を将軍に謁見させることで外見だけでも外国が幕府に朝貢しているように見せ掛けることを演
出した。つまり、将軍の威光が外国にまで行き渡っていると国内に誇示することが狙いなのであっ
た。また、将軍は対外的には「大君」と名乗ることで東アジアでは中国皇帝より授けられる「国王」
の呼称を使用しなかった???。このことも中国を中心とした華夷秩序から抜け出し、外見だけでも日本
型華夷秩序を作り上げた積極的な外交であった。やがて幕府は、朝鮮国王へ宛てた書簡でも日本年
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号???を用い、長崎へ来航する中国船には日本国の年号が入った信牌を持たせた。しかもその信牌は、
「大清」という当時の中国の正式国名を用いず、「唐」という日本で使用されていた中国の俗称が用
いられたほどであった???。
このようにトビ氏が主張する積極的外交をわが国が展開できたのは、豊富な貴金属が存在してい
たためである。日本の銀と中国の生糸との交換が当時の貿易の大宗であった。実際、永積洋子氏が
明らかにしているように幕府はポルトガル船を追放する際もオランダがポルトガルの代わりに中国
の生糸を輸入できるかどうかを慎重に確認した上でポルトガルを追放しているのである???。対馬＝
朝鮮貿易に関しては、対馬藩主宗家の残した史料が存在する。それらを利用した田代和生氏の精力
的な研究によって、対馬＝朝鮮貿易はピーク時には長崎貿易を凌駕するとの推計が出されている???。
しかし、長崎の中国船の動向は、中国側の史料が全く存在せず日本側に断片的な史料しか存在して
いない。けれども、オランダ人は長崎で中国船の輸出入動向を長崎通詞などから調査しているため
こうした史料が大量に現存している???。これは、当時のオランダ人にとって中国船の動向は大変重要
であったためである。オランダ人も日本ではアジアの物産に大いに関わっていたのである。
『高等学校の学習指導要領解説』によると「鎖国体制については、幕府による貿易統制の強化や
禁教の徹底という側面とともに、決して対外貿易の完全な遮断を意味するものではなく、オランダ
とは長崎、中国とは長崎及び琉球、朝鮮とは対馬、北方貿易は松前藩やアイヌを通してそれぞれ交
易があったことを留意させる」???としている。確かに海外貿易をおこなわなかったとするいわゆる
「鎖国」に対しては否定的な見解をとってはいる。しかし、「幕藩体制のつながる観点から…兵農分
離政策を取り上げ」???ると述べている。つまり、鎖国を否定しながら幕藩体制を捉えようとしている
のである。
しかし、マルクス主義者によって考えられてきた従来の研究は、「鎖国を前提に確定した、兵農分
離と石高制によって特徴づけられている幕藩制社会の構造」???と捉えられている。幕藩体制は鎖国を
前提として成り立っているのである。封鎖された鎖国体制を前提とした幕藩体制を論じたこれまで
の研究史に依拠して、鎖国体制を封鎖的ではないとだけ修正してそのまま幕藩体制を論ずれば、論
理的に矛盾が生ずることになろう。
６ アジア間競争
従来は欧米を中心として歴史を捉えてきたが近年はアジアを中心に捉える歴史観が盛んになりつ
つある。そこで以下最近の研究を簡単にみていくことにしよう。
かつて S.B.ソウル氏は19世紀末から20世紀初頭のイギリス貿易を研究し、世界はロンドンを中心
とする多角貿易が成立している???ことを明らかにした。これを引き継いだ杉原薫氏は、イギリス＝イ
ンド間の貿易に注目した。インドがイギリスに対してこの時代、平均6,000万ポンドもの送金をして
いたことに着目し、これを可能とした理由について研究した???。氏によればインドはイギリスに触発
されて工業化し、特に綿製品を基軸として他のアジア諸国に輸出し外貨を得ていたのである。そし
てこの期間アジア間貿易は拡大を続けた。インド―中国貿易（最初は周知のアヘン貿易が中心???で
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あった）が形成され、やがては日本、東南アジアへと広がっていった。インドを中心とした綿業を
基軸とするアジア間貿易が出現する???のである。
アジア間貿易においては19世紀後半はインドを中枢国家（Indian Centric）と見做すことができ
る。やがて日本の工業化によってインドは日本にその地位を奪われる。つまり、日本がアジアにお
ける中枢国家（Japanese Centric）になり代わったのである???。
国際貿易を基にアジア間貿易の出現を論じた杉原薫氏の研究は、日本国内の研究を広げて東アジ
ア木綿文化圏を提唱した川勝平太氏の研究とは視点が異なる???が一致する点も多いと言えよう。
東洋史においてもアジア間貿易を補完する議論が浜下武志氏によって朝貢貿易のシステム???とし
て捉えられている。こうした研究動向???は、中国（アジア）から世界史を捉え直しているのであり、
従来のヨーロッパ中心の史観とは異なるものである。
また、幕末の開港によって日本に与えたインパクト、いわゆる「外圧」とは、横浜の巨大商社ジャー
ディン＝マセソン商会のようなヨーロッパの資本であると捉えられてきた???。しかし、日本の商人を
圧迫したのはむしろ神戸などに拠点を持つ中国商人（華僑）であった。古田和子氏は「上海ネット
ワーク」???という用語を使い、日清戦争以前の上海を中心とした華僑商人網の実態を明らかにした。
これまでヨーロッパ商人に支配されていた買弁くらいにしか理解されていなかった中国商人は強力
な商人集団であった。金巾などのイギリス綿製品ですらイギリス人が直接取引するのではなく、上
海をセクターとする華僑商人が日本へ輸出していた実態が明らかになった???。また、籠谷直人氏は中
国商人（華僑）やインド商人（印僑）などの国家を越えた商人網の存在や彼らの日本との関わり合
いなどを明らかにしている。華僑、印僑商人は第二次大戦が始まるまで活発に活動していた。彼ら
こそが日本商人のアジアにおけるライバルである。しかし、時には日本人は華僑や印僑の商人網に
依存したりしながらアジアで商いをおこなっていたのであった???。
かつて西嶋定夫氏が東洋史の立場から日本史に対して儒学文化、漢字文化、華夷秩序文化の存在
などを挙げ東アジアを視野に入れた歴史観を提唱した???。また、最近の日本経済史の研究動向は、東
アジアを視野に入れるというよりもアジアそのものを中心とした歴史観にシフトしつつある。『学習
指導要領』でも「アジア」に対して注意を払うよう指摘しているが、最近の経済史の学界動向にあ
るようにまさにアジアを中心として日本史を捉えていくことが必要である。
以上、歴史教育の根本的な問題について論じてきたが、しかしマルクス主義者による歴史研究に
優れたものは無数存在する。本稿が強調したいのは、マルクス主義を歴史理論の支柱からはずし、
その代わりに経済史の学界などで作られつつある新しい理論???を支柱に据えることである。また開
港以降の欧米列強のわが国に対する影響を無視することはできないが、わが国はアジアに位置する
のであるから主眼をアジアに置いた上で欧米列強の影響を考えるべきであることを強調したい。
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